
01041028
多角形



























地域交流スペースの物品について 

 

■各室における必要な物品 

名称 用意する物品 

図書室 机３、イス 10、冷暖房 

事務室 電話（携帯電話も可） 

会議室（１） 机 10、イス 30、電子ピアノ、テレビ、DVD/ビデオデッキ（ＡＶ再生機器）、ミニコンポステレオ

（音響）、冷暖房 

会議室（２） 机４、イス 20、冷暖房 

会議室（３） 机４、イス 20、冷暖房 

和室 座布団 40、座卓 8、あぐら椅子 6、冷暖房 

廊下 机２ 

 ※ 現在、図書スペースに存する図書一式（図書目録含む）を残してください。 

 

■現在「ひかりが丘小学校コミュニティハウス」に設置されている物品 

名称 メーカー名・型番・品質・形状 

・その他 

保管場所等 数量 

傘立て（スチール）   玄関 2 

下足入れ（スチール） 来客用 （24人用） 玄関 3 

鎌   小      玄関横倉庫 2 

スコップ  小   玄関横倉庫 2 

竹箒   玄関横倉庫 12 

塵取り   玄関横倉庫 1 

図書カード引出し（木製）   図書室 1 

回転いす   図書室 1 

木製書棚（雑誌用・縦） ＵＣＨＩＤＡ ＵＷ－５２０ 図書室 2 

丸椅子    ＵＣＨＩＤＡ Ｃ－ＲＢ 図書室 2 

本棚（木製・６段）   図書室 6 

本棚（木製・５段）   図書室 3 

本棚（木製・３段）   図書室 1 

テーブル（半月型） ＵＣＨＩＤＡ ＢＳ－６５３ ＡＨ 図書室 1 

テーブル（長型） ＵＣＨＩＤＡ ＢＳ－６５５ ＡＷ 図書室 1 

書庫（黄カウンター／木製） VW－５６２ 図書室 1 

書庫（カウンター／スチール） OTYO 図書室 1 

キックステップ （踏み台） ４９０１－Ｘ 図書室 1 

椅子（黄色） Ｏｌｉｖｅｒ ＵＷ－８３０Ｈ 図書室 2 

カセットレコーダー   事務所 1 

長椅子（竹製）   3階廊下 4 

丸テーブル   3階廊下 1 

角テーブル   3階廊下 1 



名称 メーカー名・型番・品質・形状 

・その他 

保管場所等 数量 

イーゼル 三脚  （小）  アルミ製 廊下倉庫 3 

作品展用品（ケース内）  ケース内 確認 廊下倉庫 2 

案内板（衝立）／（脚）   廊下倉庫 各 2 

縦型扇風機  松下製   廊下倉庫 1 

スチール棚（上下２段） 碁・将棋用 ＵＣＨＩＤＡ 研修室 A 1 

テーブル   研修室 A 4 

椅子   研修室 A 20 

ピアノ  ＹＡＭＡＨＡ   研修室 B 1 

ピアノ椅子／横型・背なし （５７Ｘ３４Ｘ５０調整） 研修室 B 1 

ピアノ椅子／縦型 （３８Ｘ４１Ｘ９０） 研修室 B 1 

テーブル台（演台）NAKAGOME   研修室 B 1 

テーブル   研修室 B 9 

椅子   研修室 B 24 

テーブル   研修室 C 6 

椅子   研修室 C 26 

座布団（座布団カバー）   和室 40 

屏風   和室 1 

ラジカセ コイズミ 和室 1 

ラジカセ ソニー 和室 1 

ホワイトボード キャスター付き 和室 1 

座卓（折りたたみ）   和室 8 

あぐら椅子 ＡＧ－１０ ＤＢ ラタン 和室 6 

イーゼル 三脚  （中）   体育館倉庫 12 

画架整理台イーゼル用  （スチール

製） 

  体育館倉庫 1 

イーゼル 三脚  （大） ＶＡＮ ＧＯＧＨ 体育館倉庫 3 

イーゼル 三脚  （小）   体育館倉庫 7 

交流会・作品展用（案内板） （縦看） 体育館倉庫 2 

送風機(ZEPERL) DBF A2549 体育館倉庫 1 

椅子   体育館倉庫 5 

扇風機 YUASA YS-455T 体育館倉庫 2 

延長コード   体育館倉庫 2 

 













旧ひかりが丘小学校活用事業
地域ニーズについての補足資料



＜主たる用途を教育施設とする理由＞

• 周辺地域は、市営ひかりが丘住宅及びＵＲ西ひかりが丘団地の大規模
団地と戸建住宅があるエリアで、少子高齢化や人口減少が進んだ地域
です。

• 公益的な要素のある学校等の教育施設を誘致し、教育施設と地域が連
携した多世代交流を促進する、地域への人流を促すなど地域の活性化
を図りたいと考えています。

• 令和６年度に民間事業者にサウンディング調査を行った結果、主用途
を教育施設とし地域交流スペースの設置・運営などその他の地域ニー
ズを条件とした上で、事業性が確認できました。
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＜地域交流スペースの整備、運営等で求めること＞

• 平成３年に学校併設型コミュニティハウスである「ひかりが丘小学校コミュニ
ティハウス」が設置され、現在も継続して地域の方に使用されています。

• 地域からは、利用者が高齢化しているため、現在のコミュニティハウスが設置
されている校舎３階から１階に移転・整備して欲しいとの要望がありました。

• そのため、既存施設を改修して使用する場合、１階の旧保育所跡地を整備場所
としました。

その他、
• 地域からは、現在と同等の活動を継続したい意向があります。
施設の整備・運営で出来る工夫があれば記載してください。

• 誰でもが使いやすいよう仕様の工夫をしてください。
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＜地域交流スペースの整備、運営等で求めること＞

• 「現在と同等の活動」について

【参考】既存施設（ひかりが丘小コミュニティハウス）の自主事業
• ボッチャ体験会（年３回・各回30人参加） 会場：体育館（651㎡）
• 救命講座（年１回・14人参加） 会場：和室（64㎡）
• ふれあい寄席（年１回・31人参加） 会場：ホール（面積不明）
• 作品・交流会（年１回・155人参加） 会場：体育館（651㎡）、研修
室１（32㎡）、研修室２（64㎡）、研修室３（66.4㎡）、和室（64
㎡）
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＜その他＞

• 地域連携及び地域の魅力向上に繋がる提案について、
多世代の交流を図れるような取組を提案してください。
具体的には、

（ア）地域住民に向けたイベントや講座などの開催
（イ）地域住民が一緒に行う取組
（ウ）既存の地域活動への参加
の視点から考えて提案してください。

その際に、想定する効果（地域へのメリット、例：高齢者の健康増進に繋
がる。など）も合わせて記載してください。

5



＜参考：周辺自治会町内会区域図＞

【４】上白根連合自治会
62：西ひかりが丘団地自治会
63：ハーベストタウン町内会
64：フォレストヒルズ自治会

※連合未加入
237：ひかりが丘団地自治会
241：上白根町内会

6

旧ひかりが丘小学校



＜既存の地域活動＞
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（１）上白根連合自治会（1/2）
 ウォークラリー 会場：四季の森小学校体育館
• 誰でも参加可能。３人以内チームを組んで、９か所のポイントを回っ
てクイズに答え、スタンプを集め、予め決められた時間に近いチーム
に対して賞品・参加賞を授与する地域交流と親睦、健康推進を目的と
したイベント

 ラジオ体操 会場：四季の森小学校校庭
• 早朝６時30分から７月下旬と８月下旬までの12日間、小学生等とその
保護者、その他地域の人を対象とした健康推進を目的としたイベント



＜既存の地域活動＞
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（１）上白根連合自治会（2/2）
 ふれあい広場 会場：四季の森小学校体育館
• 誰でも参加可能。第１部は子ども中心でヨーヨーつり、的当て、わた
あめ作りなど、第２部は大人、子ども参加のミニ運動会が行われ、参
加者に対して賞品・参加賞を授与する地域交流と親睦を目的としたイ
ベント

 防災訓練 会場：四季の森小学校校庭
• 地域住民とともに、AED講習およびスタンドパイプ設置訓練、消防署
の協力のもと、地震体験車やはしご車搭乗体験を実施



＜既存の地域活動＞
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（２）その他周辺自治会町内会
• お祭り
• 健康マージャン
• 敬老会
• 地域防災拠点訓練
• 親子サロンしゃべり場（社会福祉協議会と共催）
• 支えあい連絡会（年２回）
• 防犯パトロール（年６回）
• 清掃活動（月１回）
• あいさつ運動（通年）
• 小・中学校行事参加（運動会、卒業式など）
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高木撤去（下図参照）

高木撤去、C=1.2m、H=15m

高木撤去、C=0.3m、H=4m

高木撤去、C=0.4m、H=5m

高木撤去、C=0.6m、H=8m

高木撤去、C=1.5m、H=10m

高木：残し

10

高木撤去、C=0.45m、H=7m

高木：残し

高木撤去、C=1.2m、H=10m

高木撤去、C=1.0m、H=10m

高木(3本立)撤去、C=0.7m、H=10m

9

9

8

8

88

8

8

8

高木撤去、C=0.7m、H=4m

低木8本撤去、H=0.4m

高木撤去、C=2.1m、H=15m

高木撤去、C=0.4m、H=4m

高木撤去、C=1.4m、H=10m

高木撤去、C=2m、H=10m

高木撤去、C=1.5m、H=6m

高木撤去、C=0.75m、H=4m

高木撤去、C=2m、H=6m
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5

5

4

4
工事施工範囲

工事施工範囲
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ｺﾞﾐ置場
花壇 花壇

花壇

温室

花壇

花壇 花壇 花壇

プール

外構撤去平面図　S:1/200

Ｎ

年月日 図面名称

工事名

施 設 番号

縮 尺

設　　　計　　　者 図面番号棟番号
種 類
図 面

年 度
完 成

図面枚数

横 浜 市 建 築 局

一級建築士事務所 　神奈川県知事登録　第６６０号
株 式 会 社  　渡 辺 建 築 設 計 事 務 所

一級建築士登録   　第１４４５３１号    佐山　泰

Ｅ－０１

特記仕様書・案内図・撤去平面図
A3:1/400
A1:1/200

H24.2

CV5.5□-2C(架空)撤去
CV38□ -3C(架空)撤去

Ｍ

Ｍ

CV3.5□-3C FEP(30)撤去

Ｍ

池循環ﾎﾟﾝﾌﾟ

CV3.5□-3C PE(22)撤去
池循環ﾎﾟﾝﾌﾟ用電源盤 撤去
(ELCB2P30AF/20AT×1個)

CV14□-3C×3 E8□ E(39)撤去
CVV2□-10C 　　  E(31)撤去

CVV3.5□-2C　　　　 FEP(80)撤去
CV38□-3C､CV5.5□-2C FEP(80)撤去

ｺﾗﾑｽﾋﾟｰｶｰ既存のまま

HP1.2-3C(架空)撤去

CVV3.5□-2C(25)配線のみ撤去

既存端子盤

CV38□ -3C G(54)配線のみ撤去
CV5.5□-2C G(28)配線のみ撤去

CV38□-3C E(51)配線のみ撤去

既設ｷｭｰﾋﾞｸﾙ

既設(LM-1)

CV5.5□-2C E(31)配線のみ撤去

HP1.2-3C(架空)撤去

ｺﾝｸﾘ-ﾄ柱 既存のまま

ﾊﾝﾄﾞﾎｰﾙ既存のまま

CV 5.5□-2C(架空)撤去

HP1.2-3C　(架空)撤去
CVV3.5□-2C(架空)撤去
CV 38□ -3C(架空)撤去

ﾎｰﾝｽﾋﾟｰｶｰ撤去

ﾊﾝﾄﾞﾎｰﾙ(900×900×900)撤去

CVV3.5□-2C PE(36)撤去
CV 38□ -3C PE(36)撤去
CV 5.5□-2C PE(36)撤去

防水ｺﾝｾﾝﾄ撤去

P･BOX200×200×100撤去

ﾊﾝﾄﾞﾎｰﾙ(900×900×900)撤去

IV5.5□×4(E25)撤去

(19)IV1.6×2

(19)

２．図中、配管配線の撤去は下記に依る。

１．図中、点線のものは既存とする。

注記

案 内 図

旧ひかりが丘小学校：旭区上白根町１３０６番地１４

旭区上白根町１３０６番地１４

工事名称

工事場所

１．工事仕様

２．施工基準

　　　安全に施工する。

　１）本工事は、本設計図書及び最新版横浜市建築局電気設備工事特則仕様書

　１）本工事の施工にあたり、横浜市建築局学校標準図（９５型）及び校舎改造標準図を適用する。

　　　電気設備技術基準、内線規程並びに官公署等関係法規に準拠し、監督員の指示に従い

Ｍ

IV14□×3 E8□ E(31)×2撤去

３．図中、撤去のものは下記に依る。

埋込ｽｲｯﾁ

埋込ｺﾝｾﾝﾄ 2P15A×1

1P15A×1

(19)IV2.0×3

動力盤 RP-3.7

反射笠 FL20W-2

SP操作盤(11kW)撤去

IV1.6×3

旧ひかりが丘小学校プール解体工事
旧ひかりが丘小学校プール解体工事

　２）本設備工事完了後、不用となる仮設配管配線等は、全て撤去の事とする。

３．特記事項

　　　監督員の承認を受けるものとする。

４．工事概要

　１）プール（ＰＣ、ＲＣ造）、シャワー・足腰洗い（ＲＣ造）の撤去、解体

　２）循環器室（平屋、ＲＣ造）の撤去、解体

　３）温室の撤去、解体

　４）工事範囲内の外構（工作物、舗装、排水設備）の撤去、解体

　２）施工上の理由により、本設計図と相違ある場合は、監督員の指示に従い施工する事。

　１）本工事の施工にあたり、事前に既存を調査の上、設計内容を理解し施工する。

ｽﾋﾟｰｶｰまで撤去

CVV3.5□-2C(架空)撤去

以降埋設配管は残置

旧ひかりが丘小学校プール解体工事

(電気設備)

　但し、FEP内ｹｰﾌﾞﾙ引抜き撤去は電気工事とする。

※土中埋設物(FEP管・ﾊﾝﾄﾞﾎｰﾙ)の撤去及び埋戻し整地作業も含め建築工事とする。

　４）不要配管、配線、器具等は、すべて撤去の事。（但し、打込配管はそのままとする。）

　３）着工にあたっては、事前に学校長、監督員と協議の上工程表を作成し、

　５) 上記に伴う電気設備撤去工事一式



































































旧ひかりが丘小学校　配置図・平面図



旧ひかりが丘⼩学校　昭和51年新築_配置図





旧ひかりが丘⼩学校　昭和51年新築_1階平⾯図





旧ひかりが丘⼩学校　昭和51年新築_2階平⾯図





旧ひかりが丘⼩学校　昭和51年新築_3階平⾯図





旧ひかりが丘⼩学校　昭和51年新築_4階平⾯図





旧ひかりが丘⼩学校　昭和51年新築_R・PH階平⾯図





旧ひかりが丘⼩学校　昭和51年新築_⽴⾯図・断⾯図





旧ひかりが丘⼩学校　昭和51年新築_基礎伏図





旧ひかりが丘⼩学校　昭和51年新築_1階柱、2階梁伏図





旧ひかりが丘⼩学校　昭和51年新築_2階柱、3階梁伏図





旧ひかりが丘⼩学校　昭和51年新築_3階柱、4階梁伏図





旧ひかりが丘⼩学校　昭和51年新築_4階柱、R階梁伏図





旧ひかりが丘⼩学校　昭和53年増築_配置図・⾯積表



旧ひかりが丘⼩学校　昭和53年増築_平⾯図



旧ひかりが丘⼩学校　昭和53年増築_⽴⾯図・断⾯図



旧ひかりが丘⼩学校　昭和53年増築_基礎伏図・基礎他地中梁リスト



旧ひかりが丘⼩学校　昭和53年増築_柱他・梁伏図



応募書類作成の手引き 
 
１ 応募申請書 （様式１） 

応募者は、公募土地を借地し、公募建物を取得する法人となります。よって、共同応募により公

募土地を複数法人で共有により賃借する場合又は、公募建物を複数法人で共有により取得する場合

は、代表法人名で応募申請し、役割等を記入したグループ構成表を提出してください。グループ構

成表の様式は自由です。また、様式２、様式３及び様式５は法人ごとに作成してください。 

横浜市暴力団排除条例等関係事項の記載に当たっては、本手引き末尾の関係法令抜粋を参照してくださ

い。 

その他、添付書類に関して不明な点等については、行財政局ファシリティマネジメント推進課に

問い合わせてください。 

 

２ 役員等氏名一覧表 （様式２） 

役員等氏名一覧表には、法人登記に記載されている役員等（監査役、会計監査人等を含む。）を全て記載

してください。 

役員等が法人・団体である場合は、氏名及び氏名のカナ欄に法人・団体名、住所欄に法人・団体

所在地を記載してください。 

 

３ 応募法人概要 （様式３） 

(1) 原則として、令和８年７月１日現在で記入してください。 

(2) 決算期は、直近から遡って三期分を記入してください。 

(3) 人員数は、各期の平均数を記入してください。また、非常用従業員とは、パートタイマー、季節

工及びアルバイト等の臨時に雇用している従業員で、労務費（雑給を含む。）の支払対象者をいい

ます。なお、外注費で処理している人員は含みません。 

(4) 主要売上以降の項目は、上位から４つまで記入してください。 

(5) 業績は個別決算又は単体決算ベースとしてください。別途、連結決算数値や子会社情報の提出を 

求めることがあります。 

 

４ 企画提案書 （様式４）※添付資料が必要となる項目がありますのでご注意ください。 

法人グループの場合は、企画提案全体についての情報に加え、法人ごとの内訳も記載してください。内訳

が記載できない項目については、理由と共に、記載できない旨を記入してください。 

以下は、単体の法人、法人グループを問わず、作成に際しご確認いただきたい事項です。（一部、法人グ

ループのみに関する事項もあります）。 

(1) 「施設配置計画図」は、Ａ３サイズで様式は自由です（配置図、平面図、立面図、断面図及び外

観パース等）。施設・設備の配置、建築物の概要（面積、高さ等）、駐車場（台数）、出入口の位

置、敷地内車両動線等について記入し、添付してください。 

(2) 「事業内容」は、提案する施設の概要を簡潔に記入してください。（附帯設置を要する施設は別

に記載箇所が有ります。） 

法人グループの場合は、各社の役割・所有形態・建物管理の考え方・出資予定割合等について、別紙

にまとめ、添付してください。別紙の様式は自由です。 

(3) 「地域交流スペースの整備、運営及び維持管理」 

ア 「整備形態」は、提案内容に該当するものを選択してください。 

イ 「面積」は、地域交流スペースの具体的な数値を記入してください。 

ウ 「配置・構造・動線の工夫等」は、配置及び動線を記載した「レイアウト図」を添付してく

ださい。 

エ 「運営計画」は、地域交流スペースの開館日（曜日）、開館時間を記入し、運営方法、利用

料金を選択してください。運営方法について、運営を委託する場合は、予定する事業者名を記

入してください。その他の場合は、運営方法を具体的に記入してください。 

オ 「利用方法」は、会議室の予約方法と本の貸出方法について、それぞれ具体的に記入してく

ださい。 

カ 「地域に寄与する提案」は、応募者の提案するものを具体的に記入してください。 

(4) 「地域ニーズに沿った事業の提案及び条件」 

ア 「体育館及びグラウンドの開放」について、開放可否を選択してください。また、開放可の



場合、具体的な開放日時、利用方法、利用料金等について記入してください。 

イ 「地域連携及び地域の魅力向上に繋がる提案」については、地域と連携した取組及び地域

貢献活動について、応募者の提案するもの及び想定する効果（地域へのメリット）を具体

的に記入してください。 

ウ 「駐車スペースの提供」について、地域交流スペース、体育館及びグラウンドの利用者が使用

できる駐車スペース（普通車５台分以上）の具体的な配置場所（敷地内）と面積を記入してくだ

さい。また、施設配置計画図に具体的な配置場所を示してください。 

エ 「物品置場の提供」について、地域交流スペース、体育館及びグラウンドの利用者が必要な

物品等を保管する倉庫等の具体的な配置場所（敷地内）と面積を記入してください。また、施

設配置計画図に具体的な配置場所を示してください。 

(5) 「資金計画」 

ア 「借地に係る初期費用」、「建物取得費用」、「建設費用・改修費用等」及び「その他費

用」は、明細を添付してください。 

イ 「合計投資額に対する資金調達の内訳」は、自己資金、借入金及びその他資金の額を記入し

てください。借入金については、借入先、金額、期間、想定金利等の条件を記入してくださ

い。その他資金については、方法、相手先、金額、条件等をできるだけ具体的に記入してくだ

さい。 

(6) 「雇用計画」は、新たな施設において他事業所からの移転及び新規に雇用を予定している人数

を記入してください。 

(7) 「建築計画、改修計画等」 

ア 「着工時期」は、事業用定期借地権設定契約及び公有財産売買契約を締結後、必要な工事に

着手することを踏まえ、記入してください。 

イ 「しゅん工時期」は、必要な工事がしゅん工する予定日付を記入してください。 

ウ 「供用開始時期」は、指定用途に供する予定日付を記入してください（原則として、公有財

産売買契約締結の日から３年以内に指定用途に供することとします）。 

エ 「建築・改修期間中の周辺環境への配慮」、「建築・改修期間中の交通対策」は、公募土地

の周辺地区には集合住宅が立ち並んでいることを踏まえ、応募者の提案するものを具体的に記

入してください。 

オ 既存校舎等を活用する場合は、「事業開始に必要となる修繕及び改修工事等の工程表」及び

「借地期間中の既存校舎等の維持保全計画表」を添付してください。様式は自由です。 

(8) 「許認可手続等を要する場合の所管部署との事前協議状況」は、所管部署名・事前協議状況・

許認可へ向けたスケジュールを記入してください。許認可へ向けたスケジュールは、必要に応じ

て別紙資料を添付してください。 

(9) 「市内事業者の活用」は、応募者が市内事業者又は市外事業者にかかわらず、設計、施工又は

管理運営業務のいずれかにおいて、市内事業者を活用することとしているため、活用する業務区

分、具体的業務名、予定する市内事業者名及び活用手法（共同事業、業務発注等）を記入してく

ださい（予定する市内事業者が決定していない場合、「予定する市内事業者は未定」とすること

は可としますが、活用する業務区分、具体的業務名及び活用手法は必ず記入してください。）。 

※ 市内事業者……横浜市内に主たる事務所又は事業所を有するもの（会社の場合は本店所在

地が横浜市内） 

(10) 「供用開始後の周辺環境への配慮」は、公募土地の周辺に集合住宅が立ち並んでいることを踏

まえた取組等を具体的に記入してください。 

 (11) 「その他」は、環境・脱炭素への配慮など、特に優れた提案があれば記入してください。 

(12) 「企画提案書作成者（問合せ先）」は、企画提案書の内容に関する本市からの質問に対応可能

な方を記入してください。 

(13) 様式４の別紙として、事業全体のコンセプトや(1)～(4)の概要をＡ３サイズ２枚以内で分かりや

すくまとめて提出してください。様式は自由です。また、必要に応じて図表やイメージ写真等を使

用してください。 

 

５ 投資の回収に関する計画 （様式５） 

(1) 初回期（契約した年度の属する期）から最終回収期まで記入してください。 

(2) 途中期で数値が変わらない場合は、省略して第○期～第○期で記入してください。 

 

６ 公募説明会・現地視察申込書 （様式６） 



「７ 公募説明会の実施」「８ 現地視察の実施」に基づき公募説明会、現地視察を希望される

場合は、必要事項を記入し申し込みを行ってください。 

 

７ 質疑書 （様式７） 

「９ 質疑等」に基づき質疑を行う場合は、質疑書（様式７）によります。 

 
８ 委任状 （様式８） 

応募に関する権限を委任する場合は、委任状（様式８）を提出してください（取扱いについては様

式内に記載）。  



（横浜市暴力団排除条例等関係事項 関係法令抜粋） 
 

横浜市暴力団排除条例（平成 23年 12月横浜市条例第 51号）（抜粋） 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 暴力団排除 暴力団員による不当な行為を防止し、及びこれにより市民生活又は事業活動に生じた不

当な影響を排除することをいう。 

(2) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「法」とい

う。） 第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

(3) 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

(4) 暴力団員等 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。 

(5) 暴力団経営支配法人等 法人その他の団体でその役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこ

れらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、当該団体に対

し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認め

られる者を含む。）のうちに暴力団員等に該当する者があるもの及び暴力団員等が出資、融資、取引そ

の他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有する者をいう。 

（契約に関する事務における暴力団排除） 

第７条 市は、公共工事の発注その他契約に関する事務（次条に規定する事業に関する事務を除く。）の執

行により暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することのないよう、暴力団、暴力団員等、暴力

団経営支配法人等又は暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者（法人その他の団体にあっては、

その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう。）が暴力団員等と密接な

関係を有すると認められるものをいう。）の市が実施する入札への参加の制限その他の必要な措置を講ず

るものとする。 

 

神奈川県暴力団排除条例（平成 22年神奈川県条例第 75 号）（抜粋） 

（利益供与等の禁止） 

第 23条 事業者は、その事業に関し、暴力団員等、暴力団員等が指定したもの又は暴力団経営支配法人等に

対し、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 暴力団の威力を利用する目的で、金銭、物品その他の財産上の利益を供与すること。 

(2) 暴力団の威力を利用したことに関し、金銭、物品その他の財産上の利益を供与すること。 

２ 事業者は、その事業に関し、次に掲げる行為をしてはならない。 

(1) 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなるおそれがあることを知りながら、暴力

団員等、暴力団員等が指定したもの又は暴力団経営支配法人等に対して出資し、又は融資すること。 

(2) 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなるおそれがあることを知りながら、暴力団

員等、暴力団員等が指定したもの又は暴力団経営支配法人等から出資又は融資を受けること。 

(3) 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなるおそれがあることを知りながら、暴力

団員等、暴力団員等が指定したもの又は暴力団経営支配法人等に、その事業の全部又は一部を委託し、

又は請け負わせること。 

(4) 暴力団事務所の用に供されることが明らかな建築物の建築を請け負うこと。 

(5) 正当な理由なく現に暴力団事務所の用に供されている建築物（現に暴力団事務所の用に供されている部 

分に限る。）の増築、改築又は修繕を請け負うこと。 

(6) 儀式その他の暴力団の威力を示すための行事の用に供され、又は供されるおそれがあることを知りな

がら当該行事を行う場所を提供すること。 

(7) 前各号に掲げるもののほか、暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなるおそれが

あることを知りながら、暴力団員等、暴力団員等が指定したもの又は暴力団経営支配法人等に対して金

銭、物品その他の財産上の利益を供与すること。 

 

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）（抜粋） 

（定義）  

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。  

(1) 暴力的不法行為等 別表に掲げる罪のうち国家公安委員会規則で定めるものに当たる違法な行為をいう。  

(2) 暴力団 その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。）が集団的に又は常習的に暴力的

不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をいう。  

(3) 指定暴力団 次条の規定により指定された暴力団をいう。  

(4) 指定暴力団連合 第四条の規定により指定された暴力団をいう。  

(5) 指定暴力団等 指定暴力団又は指定暴力団連合をいう。  

(6) 暴力団員 暴力団の構成員をいう。  

(7) 暴力的要求行為 第九条の規定に違反する行為をいう。 

(8) 準暴力的要求行為 一の指定暴力団等の暴力団員以外の者が当該指定暴力団等又はその第九条に規定す

る系列上位指定暴力団等の威力を示して同条各号に掲げる行為をすることをいう。  

 



 

応 募 書 類 様 式 
 

 

（様式１）応募申請書 

（様式２）役員等氏名一覧表 

（様式３）応募法人概要 

（様式４）企画提案書 

（様式５）投資の回収に関する計画 

（様式６）公募説明会・現地視察申込書 

（様式７）質疑書 

（様式８）委任状 

 

 

 

（注）各様式は、必要に応じて欄を拡大して記入してください。 

拡大してもなお欄が不足する場合は、該当する様式名・記入欄を明記の上、

任意の様式へ記入し、添付してください。 

 

 



（様式１） 

応募申請書 

旧ひかりが丘小学校活用事業者公募 
 

令和  年  月  日 

（申請先） 

横 浜 市 長 

 

所 在 地                   

法 人 名 称                  

代表者氏名                 
代表者印（実印）  

 

 

旧ひかりが丘小学校活用事業者公募について、当該募集要項を確認の上、諸条件等を満たして

いることを確認しましたので、次のとおり応募します。 

１ 公募物件 

 （1）土地 

所在・地番 公簿地目 地積 

横浜市旭区上白根町 1306番 14ほか 学校用地 12,062.94㎡ 

 （2）建物 

種類 構造 床面積（公簿） 

校舎 鉄筋コンクリート造陸屋根・スレートぶき４階建 合計 6,226.60㎡ 

（3）附属建物ほか 

種類 構造 床面積（公簿） 

ポンプ室ほか 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建ほか 合計 87.04㎡ 

 

２ 添付書類 

役員等氏名一覧表 （様式２） 

応募法人概要 （様式３） 

法人登記簿謄本及び印鑑証明書（発行後３か月以内のもの） 

定款（写） 

企画提案書 （様式４）：別紙付き 

投資の回収に関する計画 （様式５） 

最近３期分の決算関係書類の写し（貸借対照表、損益計算書等） 

納税証明書 

① 「法人税」及び「消費税及地方消費税」 

・ 納税証明書「その１」（最近２年間分の納付すべき税額、納付済額及び未納税額） 

・ 納税証明書「その３」又は「その３の３」（未納の税額がないことの証明書） 

② 「法人市民税」 

 ・ 納税証明書（最近２年間分の納付すべき税額、納付済額及び未納税額） 

許認可事業を行っている場合は、許可書又は認可書の写し 

＜単体の法人の場合＞ 



３ 確認事項（次の内容に該当する場合、□に○印を記入してください。） 

 

  (1)  応募者は、次に掲げる者ではありません。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当する者（一般競争

入札の参加者の資格を有しない者） 

  

イ 横浜市指名停止等措置要綱に基づく指名停止措置を受けている者 

 

ウ 経営不振の状況（破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清

算開始の申立て又は手形取引停止処分等がなされている状態をいう。）にある者 

 

エ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11年法律第 147 号）第８条

第２項第１号の処分を受けている団体若しくはその代表者、主宰者その他の構成員又は当

該構成員を含む団体 

 

オ 横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 51 号）第２条第２号に規定する暴

力団、同条第４号に規定する暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又

は同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者（法人その他

の団体にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる

者をいう。）が暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものをいう。）  

 

カ 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）第 23条第１項又は第２項に

違反している事実がある者 

 

キ 国税及び地方税を滞納している者 

 

(2)  横浜市が「役員等氏名一覧表（様式２）」の情報を神奈川県警察本部長に照会することに

ついて、同意します。また、応募申請後、新たに就任した役員等について、市から追加提出

を求められたときは、速やかに提出します。 

 

(3)  上記(1)及び(2)について、本書面により誓約します。 

 

４ 事務担当責任者 

法 人 名  

所属・役職名   

氏 名  

連 絡 先 
所在地 〒 
 

TEL             

 

 

 

 



（様式１） 

応募申請書 

旧ひかりが丘小学校活用事業者公募 
 

令和  年  月  日 

（申請先） 

横 浜 市 長 

 

（代表法人）所 在 地                   

法人名称                 

代表者職・氏名      代表者印（実印） 

（構成法人）所 在 地                   

法人名称                 

代表者職・氏名      代表者印（実印） 

（構成法人）所 在 地                   

法人名称                 

代表者職・氏名      代表者印（実印） 

 

旧ひかりが丘小学校活用事業者公募について、当該募集要項を確認の上、諸条件等を満たして

いることを確認しましたので、次のとおり応募します。 

１ 公募物件 

 （1）土地 

所在・地番 公簿地目 地積 

横浜市旭区上白根町 1306番 14ほか 学校用地 12,062.94㎡ 

 （2）建物 

種類 構造 床面積（公簿） 

校舎 鉄筋コンクリート造陸屋根・スレートぶき４階建 合計 6,226.60㎡ 

（3）附属建物ほか 

種類 構造 床面積（公簿） 

ポンプ室ほか 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建ほか 合計 87.04㎡ 

２ 添付書類 

役員等氏名一覧表 （様式２） 

応募法人概要 （様式３） 

法人登記簿謄本及び印鑑証明書（発行後３か月以内のもの） 

定款（写） 

企画提案書 （様式４）：別紙付き 

投資の回収に関する計画 （様式５） 

最近３期分の決算関係書類の写し（貸借対照表、損益計算書等） 

納税証明書 

① 「法人税」及び「消費税及地方消費税」 

・ 納税証明書「その１」（最近２年間分の納付すべき税額、納付済額及び未納税額） 

・ 納税証明書「その３」又は「その３の３」（未納の税額がないことの証明書） 

② 「法人市民税」 

 ・ 納税証明書（最近２年間分の納付すべき税額、納付済額及び未納税額） 

許認可事業を行っている場合は、許可書又は認可書の写し 

グループ構成表 

＜法人グループの場合＞ 



３ 確認事項（次の内容に該当する場合、□に○印を記入してください。） 

 

  (1)  応募者は、次に掲げる者ではありません。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当する者（一般競争

入札の参加者の資格を有しない者） 

  

イ 横浜市指名停止等措置要綱に基づく指名停止措置を受けている者 

 

ウ 経営不振の状況（破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始若しくは特別清

算開始の申立て又は手形取引停止処分等がなされている状態をいう。）にある者 

 

エ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11年法律第 147 号）第８条

第２項第１号の処分を受けている団体若しくはその代表者、主宰者その他の構成員又は当

該構成員を含む団体 

 

オ 横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 51 号）第２条第２号に規定する暴

力団、同条第４号に規定する暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又

は同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者（法人その他

の団体にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる

者をいう。）が暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものをいう。）  

 

カ 神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）第 23条第１項又は第２項に

違反している事実がある者 

 

キ 国税及び地方税を滞納している者 

 

(2)  横浜市が「役員等氏名一覧表（様式２）」の情報を神奈川県警察本部長に照会することに

ついて、同意します。また、応募申請後、新たに就任した役員等について、市から追加提出

を求められたときは、速やかに提出します。 

 

(3)  上記(1)及び(2)について、本書面により誓約します。 

 

４ 事務担当責任者 

法 人 名  

所属・役職名   

氏 名  

連 絡 先 
所在地 〒 
 

TEL             

 

 

 

 



（様式２） 

役 員 等 氏 名 一 覧 表 
 

                               令和  年  月  日現在の役員等 

                                             

役職名 氏  名 氏名のカナ 
生年月日 

(大正 T,昭和 S,平成 H) 

性別 

(男･女) 
住  所 

代表者 

  

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

   

T 

S 

H       ．    ． 

 

 

 

本様式に記載された情報を応募資格の判断のための調査・照会資料として使用することについて、

同意します。 

また、記載された全ての役員等に同趣旨を説明し、同意を得ています。 

 

法  人  名 

 

代表者職・氏名                   
代表者印（実印） 

 

 

 

 



（様式３） 

応募法人概要 

旧ひかりが丘小学校活用事業者公募 

 

名   称  ＴＥＬ  

本部・本社 

所在地 
 ＦＡＸ  

設立年月日  資本金 百万円 

従 業 員 総数    人（うち非常用従業員  人） 

主 要 拠 点 

営業拠点等 

 

業 務 内 容 

 

 

業 績 

決 算 期 売上高 営業利益 経常利益 純利益 

第  期  ／ ～ ／ 万円 万円 万円 万円 

第  期  ／ ～ ／ 万円 万円 万円 万円 

第  期  ／ ～ ／ 万円 万円 万円 万円 

人 員 数 

(期平均数) 

 

決 算 期 常勤役員数 常用従業員数 非常用従業員数 

第  期  ／ ～ ／    

第  期  ／ ～ ／    

第  期  ／ ～ ／    

主 要 売 上 

項   目 
 

 

   

比   率 
      ％     ％     ％      ％ 

主 要 株 主 

株   主 
    

比   率 
    ％      ％     ％       ％ 

主 要 取 引 

金 融 機 関 

名   称 

（支  店） 

    

主要取引先 

企業等名称 
 

 

   

所  在  地 
    

年間取引高 
万円 万円 万円 万円 

取 引 割 合 
   ％ ％      ％      ％ 

取 引 年 数 
     年  年      年      年 

 

 

 

 

 



(様式４) 

企画提案書 

旧ひかりが丘小学校活用事業者公募 

企画提案 

用途構成 

＜施設配置計画図添付＞ 

 

 

 

 

事業内容 

 

 

 

 

地域交流スペー

スの整備、運営

及び維持管理 

 

整備形態 
□既存の校舎内に整備 

□新設の建築物内に整備 

面積       ㎡  

配置・構造・動線の

工夫等 

 

 

運営計画 

＜開館日＞ 

 

＜開館時間＞ 

 

＜運営方法＞ 

□事業者で運営 

□委託（委託先： ） 

□その他（    ） 

＜会議室の利用料金＞ 

□有償（ 円） 

□無償 

利用方法 

＜会議室の予約方法＞ 

 

＜本の貸出方法＞ 

 

地域に寄与する提案 
 

 

地域ニーズに沿っ

た事業の提案及び

条件 

体育館・グラウンドの開

放 

＜開放可否＞ 

□開放可 □開放不可 

＜開放日時＞ 

 

＜利用方法＞ 

 

＜利用料金＞ 

□有償（ 円） 

□無償 

地域連携及び地域の

魅力向上に繋がる提

案及び想定する効果

（地域へのメリッ

ト） 

 

 

 

駐車スペースの提供 

(普通車 5 台分以上) 

＜施設配置計画図に図示＞ 

 



物品置場の提供 

＜施設配置計画図に図示＞ 
 

資金計画 

借地に係る初期費用 円 

建物取得費用 円 

建設費用・ 

改修費用等 
円 

その他費用 円 

合計投資額 円 

合計投資額に対する

資金調達の内訳 
 

雇用計画 

他事業所からの移転    人（うちパート等   人） 

新規雇用         人（うちパート等   人） 

合計           人（うちパート等   人） 

建築・増築等 

構造及び階層          造     階建て 

建築面積          ㎡（建ぺい率     ％） 

延床面積          ㎡（容 積 率     ％） 

高さ   ｍ  

建築計画、改修

計画等 

着工時期 令和    年    月 

しゅん工時期 令和    年    月 

供用開始時期 令和    年    月 

建築・改修期間中の

周辺環境への配慮 
 

建築・改修期間中の

交通対策 
 

＜既存校舎等を活用する場合＞ 

事業開始に必要となる修繕及び改修工事等の工程表を添付 

事業用定期借地期間中の既存校舎等の維持保全計画表を添付 

許認可手続等を

要する場合の所

管部署との事前

協議状況 

 

 

 

 

 

市内事業者の活

用（有無に〇を

し、具体的業務

名、予定する市内

事業者名及び活用

方法を記入） 

設計（有・無）  

施工（有・無）  

管理運営（有・無）  

供用開始後の周

辺環境への配慮 

 

 

その他  

企画提案書作成者（問合せ先） 

担当部署名（フリガナ） 

担当者氏名（フリガナ）                   

ＴＥＬ 



（様式５） 

投資の回収に関する計画 
 

 投 資 総 額  
（様式４の「合計投資額」と同額） 

 

最終回収年月日 
令和   年   月   日 

（     年間） 

 
 ＜期別内訳＞ 
注１ 以下の項目に準じて期別内訳が分かる表を提出してください。 
注２ 初回期（契約した年度の属する期）から最終回収期まで記入してください。内訳部分を増やしても可能です。 

また、途中期で数値が変わらない場合は、省略して第○期～第○期で記入しても可能です。 
注３ 法人グループの場合は、企画提案全体について記載してください。 

さらに、この様式で法人ごとの内訳を別に作成し、添付してください。 
 

決 算 期 

／ ～ ／ 
第  期 第  期 第  期 第  期 第  期 

売 上 高① 
     

売上原価② 
     

販売費及び一般管理費③      

減価償却費④ 

（②＋③の内数） 

     

営業利益⑤ 

＝①－②－③ 

     

当期利益⑥ 

 

     

当期回収額⑦ 

（⑦＝（④＋⑥）） 

     

投資総額元本の期末残高 

前期残高－⑦ 
     

 

決 算 期 

／ ～ ／ 
第  期 第  期 第  期 第  期 第  期 

売 上 高① 
     

売上原価② 
     

販売費及び一般管理費 

③ 
     

減価償却費④ 

（（②＋③）の内数） 

     

営業利益⑤ 

＝①－②－③ 

     

当期利益⑥ 

 

     

当期回収額⑦ 

（⑦＝（④＋⑥）） 

     

投資総額元本の期末残高 

前期残高－⑦ 
     

 



（様式６） 
 

公募説明会・現地視察申込書 

＜旧ひかりが丘小学校活用事業者公募＞ 

１ 

法人名  

法人所在地  

グル―プの場合の 

構成法人名 

 

連絡担当者 

法人名 

部署名 

 

 

氏 名  

E-mail  

Tel  

２ 
公募説明会 

参加予定者 

公募説明会の参加希望（有・無） 

法人名・部署名・役職・氏名 

 

 

 

 

3 
現地見学会 

参加予定者 

現地見学会の参加希望（有・無） 

法人名・部署名・役職・氏名 

 

 

 

 

4 

現地見学会参加希望日時 

※ 複数の日時を希望することも可能です。 

※ 午前は 9 時から 12時まで、午後は 13 時から 17 時までを想定しています。 

※ 本申込書を受領した後、実施案内をＥメールにてご連絡します。 

７月 31 日

（金） 

午前 □ ８月４日

（火） 

午前 □ 

午後 □ 午後 □ 

8 月 7 日 

（金） 

午前 □  

午後 □ 

車でお越しになる場合は、台数をご記入ください。（ 台） 

5 
校舎内に保管されている

関係図面の閲覧希望 

いずれかをチェックしてください。 

□ 閲覧を希望する 

□ 閲覧を希望しない 

 

 



(様式７) 

質 疑 書 

旧ひかりが丘小学校活用事業者公募 
 

提出日 令和 年 月 日 

提出者氏名(※)  

電話番号  Ｅメールアドレス  

（※） 法人名、部署、担当者氏名を記載 

 

質疑内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 質疑及び回答の要旨を行財政局ホームページに掲載します。 
 

  



（様式８） 

委 任 状 

（旧ひかりが丘小学校活用事業者公募） 
 

 

 

受任者  住所（所在） 

 

     氏名（名称）                実印 

（代理人使用印） 

 

 

私は、上記の者を代理人と定め、次の市有地における旧ひかりが丘小学校活用事業者公募の応募

に関する一切の権限を委任します。 

 

・ 公募の応募手続を委任する土地・建物 

所在（地番） 
横浜市旭区上白根町 1306番 14、1354番 28、1449番 134 

横浜市緑区台村町 1139番 63の一部、1139番 94の一部 

 

 

 

 

 令和  年  月  日 

                           

          委任者  住所（所在） 

 

               氏名（名称）                実印 

 

 

（注） 

・ 法人がその社員に委任する場合は、委任状の提出は不要です。 

・ 委任者及び代理人双方とも実印を押印し、印鑑証明書を添付してください。 

 

（添付書類） 

・ 法人登記簿謄本及び印鑑証明書（発行後３か月以内のもの） 

 

 



事業用定期借地権設定及び公有財産売買に関する予約契約書（例） 

横浜市（以下「甲」という。）と●●（以下「乙」という。）とは、「旧ひかりが丘小学校活

用事業」（以下「本事業」という。）に関し、次のとおり借地借家法（平成３年法律第 90 号。以

下「法」という。）第 23 条第２項に規定する事業用定期借地権設定及び公有財産売買に関する

予約契約（以下「予約契約」という。）を締結する。 

（信義誠実の義務） 
第１条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実に予約契約を履行しなければならない。 
 

（借地権設定対象物件及び売買物件） 
第２条 借地権設定対象物件（以下「本件土地」という。）及び売買物件（以下「本件建物」と

いう。）は、別紙物件明細書のとおりとする。 

 

（事業計画書の提出） 
第３条 乙は、本事業における乙の企画提案書に基づき、予約契約の締結日から原則として６か

月以内に本件土地における具体的な工事内容や事業運営について記載した事業計画書（以下

「事業計画書」という。）を甲に提出するものとする。 
２ 事業計画書に関するその他の事項については、本件土地の事業用定期借地権設定契約（以下

「借地契約」という。）に定めるものとする。 
 

（借地契約及び公有財産売買契約の締結） 

第４条 甲及び乙は、次の各号のいずれをも満たすこととなった場合、予約契約に基づき借地契

約及び本件建物の公有財産売買契約（以下「売買契約」という。）を同時に締結することとす

る。 

(1) 乙が第３条に規定する事業計画書に係る甲の書面による承認を得ること。 

(2) その他甲が特に必要と認める事項について、乙が手続等を完了させること。 

２ 借地契約及び売買契約は、予約契約の締結日から１年以内に締結することとする。 

３ 借地契約は、法第 23 条第３項の規定に基づき、公正証書によって行う。 

４ 乙は、本事業に係る募集要項の記載内容を了承した上、借地契約及び売買契約を締結するも

のとする。 

５ 乙は、第２項に定める期限までに借地契約及び売買契約を締結できない場合、書面によりそ

の理由及び新たな期限を申し出て、甲の承認を得なければならない。 

６ 甲は、前項の規定により期限延長を承認した場合、乙に書面で通知するものとする。 

７ 甲は、乙の責に帰すべき事由により、第５項の規定により借地契約及び売買契約の締結期限

を延長した場合、遅延損害金を徴収することができるものとする。 

８ 乙は、借地契約及び売買契約の締結をもって、本事業の事業者となるものとする。 

 

（借地権の存続期間、貸付料及び保証金）  

第５条 本件土地の借地権の存続期間は、借地契約に定める存続期間の開始日から 25 年間とす

る。 
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２ 本件土地の貸付料は、月額金●●●円とし、乙は、貸付料を借地契約の定めに基づき、甲の発

行する納入通知書により甲に支払わなければならない。 

３ 乙は、保証金として、前項に定める貸付料の●か月相当分金●●●円を借地契約締結と同時に

甲に預託しなければならない。 

４ 前項の保証金は、第１項に定める本件土地の借地権の存続期間が満了したとき、又は借地契

約が解除されたときは、乙が本件土地を原状に回復し、甲が本件土地の明渡しの完了確認後、

乙の請求により返還するものとし、返還する保証金については、利息を付さない。 

５ 本件土地の借地権の存続期間、貸付料及び保証金に関するその他の事項については、借地契約

に定めるものとする。 

 
（本件建物の売買代金） 
第６条 本件建物の売買代金は、金●●●円とする。 

２ 乙は、本件建物の売買代金を、甲の発行する納入通知書により、売買契約締結と同時に納付し

なければならない。 

３ 本件建物の売買代金に関するその他の事項については、売買契約に定めるものとする。 

 

（本件土地の引渡し） 

第７条 甲は、第５条第１項に規定する借地契約に定める存続期間の開始日に、本件土地を現状有

姿で乙に引き渡したものとする。 

 

（所有権の移転等） 
第８条 本件建物の所有権は、乙が第６条第２項に基づき売買代金を納付したとき、甲から乙に

移転する。 

２ 甲は、前項の定めにより本件建物の所有権が移転したときに、本件建物を現状有姿の状態で

乙に引き渡したものとする。 

 

（用途指定） 

第９条 乙は、第５条第１項に規定する本件土地の借地権の存続期間中、本件土地及び本件建物

を次の用途（以下「指定用途」という。）に供しなければならない。 

用途 ●● ●● 

２ 借地契約及び売買契約の締結後、事業計画書に基づき、本件建物に係る必要な工事等に着手

し、借地契約で定める指定期日までに本件土地及び本件建物を指定用途に供しなければならな

い。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾がある場合は、この限りでない。 

 

（予約金の預託） 

第 10 条 乙は、予約契約締結時に、借地契約分として金●●●円（貸付料の●か月分）、売買契

約分として金●●●円（売買代金の●％相当額）の予約金を甲に預託しなければならない。 

２ 前項の予約金は、民法（明治 29 年法律第 89 号）第 557 条に規定する手付金とは解さない。

また、乙が甲に支払うべき損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 
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（予約金の返還） 

第 11 条 甲は、借地契約及び売買契約締結時において、前条第１項に定める予約金を借地契約の

保証金及び売買契約の売買代金の一部に充当するものとする。ただし、この予約金に利息は付

さない。 

２ 次条第１項の規定に基づき、予約契約が解除された場合には、甲は、前条第１項に定める予

約金を返還しない。 
 

（予約契約の解除） 
第 12 条 甲は、乙の責めに帰すべき事由により予約契約に定める義務を乙が履行しない場合、予

約契約を解除することができる。 

２ 前項の場合において、解除により乙に損害が生じても、甲は、その損害を賠償する責任を負

わないものとする。 

  

（損害賠償） 

第 13 条 乙は、予約契約に定める義務を履行しないことにより甲に損害を与えたときは、その損

害に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。 

 

（予約契約の費用）  
第 14 条 予約契約の締結及び履行に関して必要な費用は、乙の負担とする。 
 

（疑義の決定） 
第 15 条 予約契約に関し疑義のあるとき、又は予約契約に定めのない事項については、甲乙協議

して定めるものとする。 
 

（裁判管轄） 
第 16 条 予約契約に関する訴訟の提起等は、甲の所在地を管轄する裁判所に行うものとする。 

 
予約契約の締結を証するため、予約契約書２通を作成し、それぞれに甲乙記名押印して各自そ

の１通を保有する。 

 

令和  年  月  日 

甲  横浜市中区本町 6 丁目 50 番地の 10 
横浜市 
横浜市契約事務受任者 

横浜市行財政局長                 印 

乙 

 
                                 印  
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物件明細書 

土地の表示 

所在 地目 
面積（㎡） 

（実測） 

横浜市旭区上白根町 1306 番 14、1354

番 28、1449 番 134 

横浜市緑区台村町 1139 番 63 の一部、

1139 番 94 の一部 

学校用地 12,062.94 

※一部道路用地（215.61 ㎡）ですが、分筆して学校用地に「地目変更」予定です。 

 

建物の表示 

財産の所在    

区分 種類 構造 床面積（㎡） 

主たる 

建物 
校舎 鉄筋コンクリート造陸屋根・スレートぶき４階建 

１階 1,781.51 

２階 1,690.68 

３階 1,690.68 

４階 1,063.73 

(合計 6,226.60) 

附属建物 

ポンプ室 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建 10.89 

物置 コンクリートブロック造スレートぶき平家建 3.70 

物置 コンクリートブロック造スレートぶき平家建 3.70 

倉庫 軽量鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき平家建 32.40 

物置 軽量鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき平家建 3.95 

倉庫 軽量鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき平家建 32.40 

面積合計  87.04 

 

※防球ネット、砂場、水飲み場等の工作物、立木等を含む。 



 

事業用定期借地権設定契約書（例） 

 

借地権設定者 横浜市（以下「甲」という。）と、借地権者 ●●（以下「乙」という。）と

は、「旧ひかりが丘小学校活用事業」（以下「本事業」という。）に関し、甲の所有する別紙

物件明細書の土地（以下「本件土地」という。）について、次のとおり借地借家法（平成３

年法律第 90 号。以下「法」という。）第 23 条第２項に定める事業用定期借地権（以下「本

件借地権」という。）の設定に関する契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

 

（目的） 

第２条 甲は、本件土地に関し令和●年●月●日に甲及び乙が締結した本事業に関する「事

業用定期借地権設定及び公有財産売買契約に関する予約契約書」（以下「予約契約」とい

う。）第４条第１項により甲が承認した事業計画書（以下「事業計画書」という。）に基づ

く乙による事業の実施を目的として、乙に対して本件土地を賃貸し、乙はこれを賃借する。 

２  乙は、前項の事業計画書について、本契約締結後にその内容を変更する場合は、甲の書 

面による承認を得るものとする。 

３ 本件借地権は、建物所有を目的とする賃借権とする。 

４ 本契約により設定される本件借地権については、契約の更新（更新の請求又は土地の使 

用の継続によるものを含む。）又は建物の築造による第５条の存続期間の延長はなく、乙

は、甲に対する建物買取請求権を有しないものとする。 

５ 本件借地権には、法第３条から第８条まで並びに法第 13 条及び法第 18 条の適用はな 

いものとする。 

 

（用途指定） 

第３条 乙は、本件土地及び本件土地に存する建物（以下「本件建物」という。）（以下これ

らを「本件土地等」という。）を次の用途（以下「指定用途」という。）に供しなければな

らない。 

用途 ［提案内容に基づいて記載］ 

２ 乙は、事業計画書に基づき、本件土地等を令和●年●月●日（以下「指定期日」という。） 

までに指定用途に供しなければならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾がある

場合は、この限りでない。 

 

（指定用途の変更等の承認） 

第４条 乙は、次のいずれかの場合において、指定用途の変更若しくは解除又は指定期日の 

変更を必要とするときは、事前に詳細な理由を付した願書を提出し、甲の書面による承認 



 

を得なければならない。 

(1) 不可抗力又は過失によって本件土地が滅失又はき損し、引き続きその用に供すること 

が著しく困難又は不可能である場合 

(2)  社会経済情勢の著しい変動、代替施設の設置等により、本件土地の全部又は一部を 

引き続きその用途に供することが真に困難又は不適切となった場合 

 

（存続期間） 

第５条 本件借地権の存続期間は、令和●年●月●日から令和●年●月●日までの 25 年間 

 とする。 

  

（引渡し） 

第６条 甲は、前条に定める存続期間の開始日に、本件土地を現状有姿で引き渡したものと

する。 

 

（貸付料及び据置期間） 

第７条 本件土地の貸付料は、令和●年●月●日までの期間については、月額金●●●円と

する 

２ 前項に定める期間が満了した後の期間に係る貸付料については、甲の定める貸付料算

定基準に基づき算定するものとし、その据置期間は５年間とする。 

３ 第１項に定める期間が満了した後の期間に係る貸付料の額は、甲から乙に文書にて通

知する。 

４ 第２項に定める貸付料据置期間が満了した後の貸付料の算定、貸付料の据置期間及び

通知については、前２項の規定を準用し、本件借地権の存続期間の満了まで同様とする。 

５ 本件土地の貸付料の発生日は、本件借地権の存続期間の開始日からとする。ただし、月

の借地期間が１か月に満たないときは、その月の日数による日割り計算で算出する。この

場合において、１か月は 30 日として計算する。 

６ 乙は、第１項及び第３項に定める貸付料を、甲の発行する納入通知書により甲の定める

期日までに納付しなければならない。 

 

（貸付料の改定） 

第８条 甲が社会経済情勢及びその他の理由により、貸付料の額が実情にそぐわなくなっ

たと判断したときは、前条の規定にかかわらず、乙に対し貸付料の増額を請求することが

できる。



 

 

（貸付料の納付の遅延に伴う違約金） 

第９条 乙は、貸付料を第７条第６項の規定により甲の定める期日までに納付しないとき 

は、甲に対し、その期日の翌日から実際に貸付料を納付した日までの期間の日数に応じ、

当該貸付料の金額（1,000 円未満の端数があるとき又は全額が 2,000 円未満であるとき

は、その端数又はその全額を切り捨てる。）について、年 14.6 パーセントの割合を乗じ

て計算した違約金を、別途、甲の請求により、その指定する期日までに支払わなければな

らない。ただし、違約金の額に 100 円未満の端数があるときはその端数を切り捨てるもの

とし、違約金の全額が 100 円未満であるときは、その全額を切り捨てる。 

 

（保証金） 

第 10 条 乙は、本契約の締結と同時に、甲の債権を担保するため、保証金として金●●● 

円を甲に預託しなければならない。 

２ 前項の保証金は、本件土地の原状回復その他第 23 条第１項に規定する本件土地の更地 

返還を懈怠した際に乙が支払うべき費用、第 23 条第３項に規定する損害金、第 24 条に

規定する違約金、第 28条第１項に規定する損害賠償金、その他本契約に基づき乙が負担

すべき一切の債務又は費用の支払に充当するものとする。 

３ 本契約の終了に伴い乙が本件土地を甲に返還した場合において、乙が甲に対し支払う

べき債務等があるときは、甲は、前項の規定により第１項に定める保証金の額から乙が甲

に対し支払うべき債務等の額を差し引いた金額を、乙が甲に対し支払うべき債務等がな

いときは当該保証金の全額を遅滞なく乙に返還しなければならない。この場合において、

当該保証金の額が乙が甲に対し支払うべき債務等の額に満たない場合、乙は、甲に対し、

甲が指定する期日までにその不足額を支払わなければならない。なお、当該保証金には、

利息を付さないものとする。 

４ 乙は、保証金返還請求権をもって、甲に対する貸付料その他の債務と相殺することがで

きない。 

５ 乙は、甲の書面による承諾を得て第三者に本件借地権を譲渡し、かつ、これとともに甲 

に対する保証金返還請求権を譲渡する場合を除いて、同請求権を第三者に譲渡すること

はできない。 

６ 乙は、保証金返還請求権に、質権その他の担保権を設定することはできない。 

 

（用途制限等） 

第 11 条 乙は、本件借地権の存続期間の満了の日までに、本件土地等を次の各号に掲げる 

用に供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、本件土地について地上権、賃借

権その他の使用及び収益を目的とする権利の設定をしてはならない。 

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２条第 



 

２号に規定する暴力団の事務所その他これらに類するものの用 

(2)  前号に定めるもののほか、反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用 

する等公序良俗に反する用 

(3)  風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122号）第２ 

  条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これら 

に類する業の用 

 

（本件借地権の譲渡） 

第 12 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件借地権を譲渡してはならない。 

２ 乙は、本件借地権に係る土地を分割して譲渡すること、本件建物の所有権と分割して譲 

渡すること、又は保証金返還請求権と分離して譲渡することはできない。ただし、あらか

じめ甲の書面による承諾がある場合は、この限りでない。 

３ 乙は、本件借地権を第三者に譲渡する場合には、本契約の内容を書面にて第三者に承継 

させなければならない。 

４ 甲が第１項の承諾をしたときは、乙は、甲に対する保証金返還請求権を本件借地権の 

譲受人に譲渡しなければならない。 

 

（本件土地の転貸等） 

第 13 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件土地を、名目のいかんにかかわら 

ず第三者に転貸し、又は使用させてはならない。 

 

（本件建物の新築又は増築等） 

第 14 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件建物を新築、増築、改築又は解体 

（以下「新築又は増築等」という。）をしてはならない。 

２ 乙は、前項における承諾を得る場合は、甲の定める算定基準により算定した借地条件変

更承諾料を甲の発行する納入通知書により甲の定める期日までに納付しなければならな

い。ただし、事前に締結した「旧ひかりが丘小学校後利用事業に関する事業計画書」内で

計画されている新築又は増築等を行う場合は、この限りではない。 

３ 第１項の規定により甲が本件建物の新築又は増築等を承諾した場合において、甲が新 

 築又は増築等の内容について設計図面の提出を求めたとき、乙は遅滞なくこれに応じな 

ければならない。 

４ 乙が行う新築又は増築等は、本件借地権の存続期間中に行うものとする。 

 

（本件建物の賃貸） 

第 15 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件建物を賃貸してはならない。 

２ 乙が、前項の甲の承諾を得て本件建物を第三者に賃貸する場合、第三者と締結する契約 



 

書において、次の各号をすべて明記しなければならない。 

(1) 法第 23 条第２項に定める事業用定期借地権が設定された土地上の建物の賃貸借契 

  約であること。 

(2)  第 23条第１項に規定する本件建物の収去に伴い、建物の賃貸借契約が終了すること。 

３ 前項の契約を締結した場合、乙は、甲から本件建物の賃貸借契約書の提示を求められ 

たときは、これに応じなければならない。 

４ 乙は、建物賃借人との賃貸借契約において法第 35 条の効果を生じさせないために、本 

件借地権の存続期間の満了の１年前までに、本契約の期間が満了し、同期間満了により建

物が取り壊される旨を、建物賃借人に通知しなければならない。 

５ 甲は、建物賃借人に対し、本契約が終了する１年前までに、本契約の終了時期を自ら通 

知できるものとし、乙はこれに異議を述べない。 

  

（本件建物の譲渡） 

第 16 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件建物を譲渡してはならない。 

 

（建物買取請求権等の放棄） 

第 17 条 乙は、本契約の終了に際し、本件建物・工作物等の買取りを、甲に請求すること

はできない。 

２ 乙は、本件借地権の存続期間中、乙が本件土地を維持保全し、改良を加えた場合でも、 

乙は、甲に対し、その費用を必要費又は有益費として償還請求することはできない。 

 

（本件借地権に係る担保権の設定） 

第 18 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、本件借地権に担保権を設定することは 

できない。 

２ 乙は、前項の規定により甲が本件借地権に対する担保権設定を承諾した場合であって 

も、保証金返還請求権に対する担保設定をすることはできない。 

３ 甲は、第１項による承諾を受けた担保権の実行については、担保権者と協議を行い、別 

途協定を締結することができる。 

 

（承諾事項） 

第 19 条 乙は、事前の書面による甲の承諾なしに、次の各号の行為をしてはならない。た

だし、第２号に掲げる行為のうち、これらの行為の程度が軽微であると甲が認めた場合は、

この限りでない。 

(1) 本件土地の区画形質又は地盤高を変更すること。 

(2) 本件土地への工作物の新設及びその解体。 

 



 

（維持保全義務、調査協力義務等） 

第 20 条 乙は、善良な管理者の注意をもって、擁壁及びフェンスを含む本件土地の形状の 

維持保全に努めなくてはならない。 

２ 乙は、本件土地の使用に関し、近隣所有者より苦情のある場合は、乙の費用と責任にお 

いて解決しなければならない。 

３ 乙は、本件土地が乙の責めに帰すべき事由によって損壊した場合は、乙の負担により修

繕を行うものとする。 

４ 前項の事由による本件土地の損壊により第三者に損害を与えた場合には、乙はその賠

償の責めを負うものとする。 

５ 甲は、本件借地権の存続期間中、随時、本件土地等について、その使用状況を実地に調 

査することができ、乙は、これに協力しなければならない。 

 

（甲による契約の解除） 

第 21 条 甲は、乙が次の各号の一に該当することとなった場合は、相当の期間を定めて催 

告のうえ、本契約を解除することができる。 

(1) 不渡処分、滞納処分、強制執行を受けたとき又は競売、破産、民事再生の申立てがあ 

ったとき 

(2) 本件土地を第 3 条に定める指定用途以外の用途に使用したとき 

(3) 第 7 条に規定する貸付料の納付を怠ったとき 

(4) 第 12条に違反して、本件借地権を譲渡したとき 

(5) 第 13条に違反して、本件土地を第三者に転貸又は使用させたとき 

(6) 第 14条に違反して、本件建物の新築又は増築等をしたとき 

(7) 第 15条に違反して、本件建物を賃貸したとき 

(8) 第 16条に違反して、本件建物を譲渡したとき 

(9) 第 18条に違反して、本件借地権に担保権を設定したとき 

(10) その他本契約の規定に違反する行為があったとき 

２ 甲は、神奈川県警察本部からの通知等に基づき、乙が次の各号に掲げる者であることが 

判明した場合には、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。 

(1) 横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 51 号）第 2 条第 2 号に規定す 

る暴力団、同条第 4 号に規定する暴力団員等、同条第 5号に規定する暴力団経営支配法

人等又は同条例第 7 条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者（法

人その他の団体にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者をいう。）が暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものをいう。） 

(2)  神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）第 23条第 1 項又は第 2 

項に違反している事実がある者 

３  甲は、乙が第 11 条の規定に違反した場合には、何らの催告等を要せず本契約を解除す 



 

ることができるものとする。 

４  前３項の場合において、解除により乙に損害が生じても、甲はその損害を賠償する責 

任を負わないものとする。 

５ 甲は、本件土地を甲において公用又は公共用に供するため必要を生じた場合は、地方自 

治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 238条の５第４項の規定に基づき、本契約を解除するこ

とができる。 

 

（乙による契約の解除） 

第 22 条 乙は、天災地変その他乙の責に帰し得ない事由により、本件土地等が滅失又は著 

 しく損傷し、契約の目的を達することができない場合は、甲に対して本契約の解除を申 

し入れることができる。 

２ 甲は、前項の規定に基づく申し入れに対し、正当な事由があると認めるときは、本契約

の解除を承諾し、書面によりその旨を通知する。 

 

（更地返還及び明渡し） 

第 23 条 乙は、第５条の本件借地権の存続期間が満了した場合又は前２条若しくは第 26 条

第３項の規定により本契約が終了する場合には、乙の費用負担及び責任において、甲の指

定する期日までに、設置時期のいかんを問わず、本件建物（地中の杭を含む。）、工作物等

（擁壁及びフェンスを除く。）及び備品を収去し、更地で甲に返還しなければならない。 

２ 本件借地権が第５条の本件借地権の存続期間の満了によって消滅する場合には、乙は、 

同期間の満了の日の１年前までに、本件建物の取壊し等本件土地の返還に必要な事項（本

件建物を第 15 条に基づき賃貸する場合にあっては建物賃借人の退去等を含む。）を書面

により甲に報告し、甲の了承を得るものとする。 

３ 乙は、第１項に規定する本件土地の返還が遅延した場合には、返還すべき期日の翌日か 

ら実際に返還した日までの日数に応じ、月額貸付料の３倍に相当する損害金を甲に支払

わなければならない。この場合において、１か月に満たない端数期間があるときは、１か

月は 30 日とし、その月における日数による日割計算で損害金を算出する。 

４ 本契約の終了時において、甲が乙に対し、本件土地を第１項に規定する更地の状態に復 

することなく本契約終了時の現状のままで明け渡すべきことを書面で通知した場合、乙

は、本件土地を更地にする義務を免れる。ただし、この場合においても、乙は甲に対し、

本件土地等の整地や改良等に要した費用を請求することはできない。 

 

（違約金） 

第 24条 乙は、本件借地権の存続期間中に、次の各号の一に該当する事由が生じた場合は、 

それぞれ当該各号に定める金額を違約金として、甲に支払わなければならない。 

(1) 第２条、第３条、第 11 条から第 13 条まで、第 15 条又は第 16 条に定める義務に 



 

違反した場合  年額貸付料相当額 

(2)  第 14条、第 18 条又は第 19 条に定める義務に違反した場合  月額貸付料の３倍相当    

額 

(3)  第 20 条に定める義務に違反した場合において、甲がその状態を是正するため有効な

措置を講じるよう催告したにもかかわらず乙が有効な措置を講じないとき  月額貸付料

の３倍相当額 

２ 前項に規定する違約金は違約罰であって、第 28 条に定める損害賠償額又はその一部と解 

釈しない。 

 

（登記） 

第 25 条 甲は、本契約締結後、乙が本件借地権設定登記を行うために甲に協力を求めた場 

合、これに協力するものとする。この場合の登記に要する費用は乙の負担とする。 

２ 本件借地権の存続期間が満了した場合又は第 21 条、第 22 条又は第 26 条第３項の規定

により本契約が終了する場合には、乙は、甲の指定する期日までに、自己の費用負担によ

り本件借地権の抹消登記を完了させなければならない。 

３ 乙が前項の規定による義務を履行しない場合には、甲は本件借地権の抹消登記に係る 

手続を行うものとする。この場合の登記に要する費用は乙の負担とする。 

 

（契約不適合責任） 

第 26 条 乙は、本契約締結後、本件土地に直ちに発見することができない本契約の内容（面 

積は除く。）に適合しないもの（以下「契約不適合」という。）があることが判明した場合

には、引渡しの日から１年間に限り、甲に対し、当該契約不適合に係る代金減額を請求で

きる。ただし、履行の追完請求、損害賠償の請求及び本契約の解除をすることはできない。 

２ 前項における代金減額の上限は、第５条に定める本件借地権の存続期間における貸付

料の総額に相当する額とする。 

３ 第１項における代金減額の請求額が、上限と同程度又は超過する場合、甲は、本契約 

を解除することができる。この場合、乙は甲に対し、当該解除を理由とした損害賠償を請

求することができない。 

 

（暴力団等からの不当介入の排除） 

第 27 条 乙は、本契約の履行に当たって、横浜市暴力団排除条例第２条第２号に規定する 

暴力団又は同条第４号に規定する暴力団員等から不当介入を受けた場合は、遅滞なく甲

に報告するとともに、所轄の警察署に通報し、捜査上の必要な協力等をしなければならな

い。 

 

 



 

（損害賠償等） 

第 28 条 乙は、本契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたとき又は甲が第 21 

条第１項から第３項までの規定により本契約を解除した場合において、甲に損害を与え

たときは、その損害に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。 

２ 乙は、第 21 条第５項の規定に基づき本契約が解除された場合において、損失が生じた 

ときは、甲に対し地方自治法第 238 条の５第５項の規定に基づきその補償を請求するこ

とができる。 

 

（契約の費用） 

第 29 条 本契約の締結及び履行に関して必要な一切の費用は、全て乙の負担とする。 

 

（通知事項） 

第 30 条 乙は、次のいずれかの事由が生じたときは、甲に対し、遅滞なくその旨を書面に 

て通知しなければならない。 

(1) 名称、主たる事務所の所在地又は連絡先・電話番号を変更したとき。 

(2) 代表者を変更したとき。 

(3) 解散したとき。 

 

（協議事項） 

第 31 条 本契約に関する解釈の疑義又は本契約に定めのない事項については、甲と乙が協 

議して、別途書面で定めるものとする。 

 

（裁判管轄） 

第 32 条 本契約に関する訴訟の提起等は、甲の所在地を管轄する裁判所に行うものとす 

る。 

 

（強制執行の認諾） 

第 33 条 乙は、本契約による金銭債務を履行しないときは直ちに強制執行に服する旨陳述 

した。 

 

 

 

 

 

 



 

本契約の成立を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

 

令和●●年●月●日 

 

 

貸 付 人（甲） 横浜市中区本町 6 丁目 50 番地の 10 

横浜市 

横浜市契約事務受任者 

横浜市総務局長 ●● ●● 

 

借 受 人（乙）  

 

 

 

 

 

物件明細書 

 

土地の表示 

所在 地目 
公簿面積 

（平方メートル） 

横浜市旭区上白根町 1306 番 14、1354 番

28、1449番 134 

横浜市緑区台村町 1139番 63 の一部、 

1139番 94 の一部 

学校用地 12,062.94 

※擁壁及び境界沿いフェンスを含む 

 

 

 



 

公有財産売買契約書（例） 

 

売払人横浜市（以下「甲」という。）と買受人●●（以下「乙」という。）とは、「旧ひか

りが丘小学校活用事業」（以下「本事業」という。）に関し、 次の条項により公有財産の売

買契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第１条 甲及び乙は、信義を重んじ、誠実に本契約を履行しなければならない。 

 

（売買物件） 

第２条 売買物件（以下「本物件」という。）は、別紙物件明細書のとおりとする。 

 

（売買代金） 

第３条 売買代金は、金●●●円とする。 

 

（売買代金の納付） 

第４条 乙は、前条に定める売買代金を、甲の発行する納入通知書により、本契約締結と同 

時に納付しなければならない。 

 

（所有権の移転及び登記の嘱託） 

第５条 本物件の所有権は、乙が売買代金を完納したとき、乙に移転する。 

２ 乙は、本物件の所有権が移転した後、甲に対し所有権の移転登記を請求するものとし、 

甲は、その請求により速やかに所有権の移転登記を嘱託する。この場合の登記に要する費

用は乙の負担とする。 

 

（本物件の引渡し） 

第６条 甲は、前条第１項の規定により本物件の所有権が移転したとき、本物件を現状有姿 

の状態で乙に引き渡したものとし、乙は、本物件の受領書を甲に提出する。 

 

（売買対象面積） 

第７条 本物件は現状有姿での引渡しとし、本契約締結後に乙による実測の結果、別紙物件 

明細書記載の面積と相違があっても、乙は、売買代金の清算及びその是正を請求すること

ができない。 

２ 乙は、募集要項の記載事項を了承したうえ、本物件を買い受けるものとする。 

 

 



 

（契約不適合責任） 

第８条 乙は、本契約締結後、売買物件に直ちに発見することができない本契約の内容に適 

合しないものがあることを理由として、甲に対し、履行の追完請求、代金減額請求、損害

賠償請求及び契約の解除をすることができないものとする。 

 

（契約の解除） 

第９条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないとき又は甲及び乙が別に締結する売 

買物件の存する土地に関する事業用定期借地権設定契約書（以下「借地権設定契約書」と

いう。）の規定に基づく契約の解除をしたときは、本契約を解除することができる。 

２ 甲は、前項に定めるもののほか、神奈川県警察本部からの通知等に基づき、乙が次の各 

号に掲げる者であることが判明したときには、何らの催告を要せず、本契約を解除するこ

とができるものとする。 

(1) 横浜市暴力団排除条例（平成 23 年 12 月横浜市条例第 51 号）第２条第２号に規定す 

る暴力団、同条第４号に規定する暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法

人等又は同条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者（法

人その他の団体にあっては、その役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者をいう。）が暴力団員等と密接な関係を有すると認められるものをいう。） 

(2)  神奈川県暴力団排除条例（平成 22 年神奈川県条例第 75 号）第 23条第１項又は第２ 

項に違反している事実がある者 

３ 前２項の場合において、解除により乙に損害が生じても、甲はその損害を賠償する責 

任を負わないものとする。 

 

（返還金等） 

第 10条 甲は、前条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を返還する。 

この場合において、この返還金には利息を付さない。 

２ 甲は、前条に定める解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用は返還しない。 

３ 甲は、前条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った違約金及び本物件に支出し 

た必要費、有益費その他一切の費用は償還しない。 

 

（用途制限等） 

第 11 条 乙は、売買物件を次の各号に掲げる用に供し、又はこれらの用に供されることを知 

りながら、売買物件を第三者に譲渡し、若しくは売買物件について賃借権その他の使用及

び収益を目的とする権利の設定をしてはならない。 

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第２条第 

２号に規定する暴力団の事務所その他これらに類するものの用 

(2)  前号に定めるもののほか、反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用 



 

する等公序良俗に反する用 

(3) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122号）第２ 

条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業その他これら

に類する業の用 

 

（実地調査等） 

第 12 条 甲は、本契約の履行に関し、必要があると認めるときは、乙に対しその業務又は 

資産の状況等に関して質問し、実地に調査し、又は所要の報告若しくは資料の提出を求め

ることができる。 

２ 乙は、正当な理由がなく前項の規定による調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は前 

項の報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

 

（建物等の収去） 

第 13 条 乙は、借地権設定契約書に基づく事業用定期借地権の存続期間が満了した場合又 

は借地権設定契約書第 21 条、第 22条若しくは第 26 条第３項の規定により借地権設定契

約が終了する場合には、借地権設定契約書第 23 条に基づき、自己の費用をもって、甲の

指定する期日までに、本物件及び備品を収去しなければならない。 

 

（暴力団等からの不当介入の排除） 

第 14 条 乙は、本契約の履行に当たって、横浜市暴力団排除条例第２条第２号に規定する 

暴力団又は同条第４号に規定する暴力団員等から不当介入を受けた場合は、遅滞なく甲

に報告するとともに、所轄の警察署に通報し、捜査上の必要な協力等をしなければならな

い。 

 

（損害賠償） 

第 15 条 乙は、本契約に定める義務を履行しないため甲に損害を与えたとき、又は甲が 

第９条第２項の規定により本契約を解除した場合において甲に損害を与えたときは、そ

の損害に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならない。 

 

（契約の費用） 

第 16 条 本契約の締結及び履行に関して必要な一切の費用は、全て乙の負担とする。 

 

（疑義の決定） 

第 17 条 本契約に関し疑義のあるとき、又は本契約に定めのない事項については、甲と乙 

が協議して定めるものとする。 

 



 

（裁判管轄） 

第 18条 本契約に関する訴訟の提起等は、甲の所在地を管轄する裁判所に行うものとする。 

 

 

本契約の締結を証するため、本契約書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ、各自

１通を保有する。 

 

 

令和  ●年  ●月  ●日 

 

 

売 払 人（甲）横浜市中区本町 6 丁目 50番地の 10 

横浜市 

横浜市契約事務受任者 

横浜市行財政局長 ●● ●● 

 

 

買 受 人（乙） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

物件明細書 

                                    

建物の表示 

財産の所在 横浜市旭区上白根町 1306 番地 14、1354 番地 28、1449 番地 134 

区分 種類 構造 床面積（㎡） 

主たる 

建物 
校舎 鉄筋コンクリート造陸屋根・スレートぶき４階建 

１階 1,781.51 

２階 1,690.68 

３階 1,690.68 

４階 1,063.73 

(合計 6,226.60) 

附属建物 

ポンプ室 鉄筋コンクリート造陸屋根平家建 10.89 

物置 コンクリートブロック造スレートぶき平家建 3.70 

物置 コンクリートブロック造スレートぶき平家建 3.70 

倉庫 軽量鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき平家建 32.40 

物置 軽量鉄骨造亜鉛メッキ鋼板ぶき平家建 3.95 

倉庫 軽量鉄骨造合金メッキ鋼板ぶき平家建 32.40 

面積合計  87.04 

※防球ネット、砂場、水飲み場等の工作物、立木等を含む。 
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